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1. はじめに 

気候変動の影響を受けて渇水リスクが高ま

り，近い将来水資源が逼迫することが危惧さ

れている．特に，水田農業が卓越した我が国

では，その影響を強く受けることが予測され

る．加えて，農地集積，兼業農家割合の増加

といった農業構造および営農形態の変化によ

り，農業水利用は複雑化・多様化し，用水需

要は変化しつつある．さらに，東日本大震災

以降の原発の稼働停止やウクライナ戦争によ

る化石燃料の高騰などに伴い，省エネルギー

政策の立案や脱炭素社会化の機運が高まって

いる．こうした自然的・社会的な変化に対応

するためには，高い節水効果を持つことに加

えて，用水需要変動に柔軟に対応できる効率

的な用水供給手法の開発が求められる． 
効率的な用水供給を実現する手法として，

用水路のパイプライン化が有効である．一方

で，低平農地を広く有する新潟県では，パイ

プライン化に伴い加圧送水機場が必要となる

ため，多額の運転費用が恒久的に発生すると

いう課題をもつ．こうした中，節水効果を有

しつつ運転費用の縮減も期待できる新たな用

水供給システムとして，配水槽式自然圧パイ

プラインシステム（以下，配水槽式 PL）が考

案され，供用されている（松尾ら，2014）．し

かし，その効果を定量的に明らかにした事例

は限られている．本研究では，本システムが

有する効果を現地観測に基づいて定量的に評

価した． 
2. 配水槽式 PL の概要と特長 

 配水槽式 PL は，配水槽，用水路から配水

槽へ農業用水を汲み上げる揚水ポンプ，およ

び各圃場への送水用パイプラインで構成され

る（Fig.1）．本システムは，配水受益内の最

高田面標高より 1-2 m程度高い位置に造成さ

れた配水槽に用水路から揚水し，必要水頭を

確保することで，低平農地においてもパイプ

ラインを用いた自然圧送水を可能としたシス

テムである． 
揚水ポンプは小型で低揚程仕様であり，受

電設備も低圧用であることから，加圧式 PL
で採用される圧送用の高揚程ポンプ・高圧用

受電設備と比較して，建設コストの縮減が期

待できる．また，本システムの配水槽には，

揚水ポンプの起動水位と停止水位が設定され

ており，配水槽水位が用水供給によって起動

水位以下に低下すると，水位回復のために揚

水ポンプが自動的に稼働し，配水槽水位が停

止水位に達すると停止する．したがって，配

水槽式 PL では配水槽の水位低下時のみ揚水

ポンプが稼働するため，圧送ポンプが常時稼

働する加圧式 PL に比べて，使用電力量の削

減が期待できる． 
3. 研究方法 
3.1 研究対象地 

本研究では，新潟県西蒲原地区に存在する

配水槽式 PL および加圧式 PL を対象とした． 
3.2 節水効果の検証方法 

対象地区内の配水槽式 PL：11 地点および

加圧式 PL：6 地点に観測機器を設置し，用水

供給高を把握した．得られた供給高を用水シ

ステム間で比較することで，配水槽式 PL が

もつ節水効果を定量評価した． 
配水槽式 PL の用水供給高は，揚水ポンプ

の稼働状況および配水槽内に設置した水位セ

ンサー（センシズ社製，HM-900）による水位

観測結果に基づいた配水槽の水収支解析を行

い算定した．加圧式 PL の用水供給高は，各

機場の送水ポンプの送水量を計装ロガー
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（HIOKI 社製，LR5031）を用いて記録した．

なお，調査期間は 2019 年，2020 年ともに 4
月 24 日から 8月 30 日とした． 
3.3 コスト削減効果の検証方法 

対象地区内の配水槽式 PL：15 地点，加圧

式 PL：20 地点を対象に施設の建設に要した

費用および過去 7 年間（2015-2021 年）の施

設運用経費を比較した．本研究では，建設コ

ストを揚水機場の建設費とし，維持管理コス

トをポンプの運転に関わる使用電力料とした．

維持管理コストには，補修工事費および補修

材料費も該当するが，配水槽式 PL と加圧式

PL で施工後の経過年数に差があり，単純比較

できないことから本研究では除外した．また，

平均年操作依託費も維持管理コストに該当す

るが，配水槽式 PL・加圧式 PL ともに同額で

あったため除外した．調査した建設コストお

よび維持管理コストを各機場の受益面積で除

し，単位面積当たりのコストを算出して比較

した． 
4. 結果と考察 

4.1 節水効果 
 2019年，2020年ともに配水槽式 PL の平均

用水供給高は約 7 mm/day であった．加圧式

PL においても同程度の用水供給高（約 7 
mm/day）になったことから，配水槽式 PL は

加圧式 PL と同等の節水効果を発現できるこ

とが示された． 
4.2 揚水機場建設費削減効果 

平均揚水機場建設費は，配水槽式 PL：1,409 
千円/ha，加圧式 PL：1,429 千円/ha であり，

概ね同程度であることが示された（Fig.2）．  
4.3 電気使用料削減効果 

平均電気使用料は，配水槽式 PL：4.8 千円
/ha/年，加圧式 PL：15.9 千円/ha/年であり，

70 ％のコスト削減効果が確認された（Fig.3）．
配水槽式 PL では，配水槽内の水位が低下し

た場合のみ揚水ポンプが稼働することから，

ポンプ稼働時間を短縮できたためである． 
5. まとめ 

配水槽式 PL は，加圧式 PL と比較して，電

気使用料を 70 %削減することが示された．昨

今の不安定なエネルギー情勢を鑑みると，農

業分野においても省エネルギーおよび炭素排

出量の削減を考慮した新たな視点が必要であ

る．本研究で対象とした配水槽式 PL は，灌

漑に掛かる投入エネルギーを大幅に削減可能

であり，省エネ政策の一例として全国的に普

及していくことを期待したい． 
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Fig.1 配水槽式 PL の概念 

Schematic figure of pipeline water supply system utilizing 

water distribution tank 

 
Fig.2 揚水機場建設費の比較 

Comparison of initial costs 

 

Fig.3 電気使用料の比較 

Comparison of maintenance costs 

 

0.0
2.0
4.0
6.0
8.0
10.0
12.0
14.0
16.0
18.0
20.0

H27 H28 H29 H30 r元 R2 R3

電
気
使
用
料
（
千
円
/h
a/
年
）

加圧式PL 配水槽式PL

－ 718 －




